The Employment Policies of the Berlusconi Government and the Prodi Government in Italy: Convergence and Divergence of Welfare Reforms from the Point of View of Partisanship and the EU (1) by 本田 亜紗子
1. はじめに
　少子高齢化，財政的制約，産業構造の変化など
を背景に，先進国では福祉国家再編が求められて
いる。このような中，各国で若者を中心とした失
業問題が深刻になっており，その対策のひとつと
して考えられる非正規雇用労働が増加している。
本稿の研究対象であるヨーロッパでもこういった
現象が見られ，他の福祉政策にも影響が及ぶのは
容易に想像できる。アマーブルとパロンバリーニ
（Amable and Palombarini 2014）によると，世界
金融危機後のフランスとイタリアは自国の政治的
危機を乗り越えるために，労働市場柔軟化や福祉
国家再編といった欧州統合的な政策志向を採用す
ることで，技術を持ったミドルクラスおよびアッ
パークラス中心の社会ブロックを形成しようとし
ており，技術を持たない労働者や不安定な労働者
がそこから排除されているという。
　欧州各国ではこれまで，右派政権だけではなく
左派政権も労働市場の柔軟化を目標としてきた
が，右派と左派で福祉政策に違いが見られること
もある。そこで本稿は，「ヨーロッパ福祉改革に
おいて，右派と左派の政策に違いがある場合とな
い場合が見られるのはなぜか」という問いを設定
し，その答えの可能性のひとつとして，独自のガ
イドラインの提示や評価手法の採用によって福祉
政策を進めてきた EU に着目する2。
　本稿ははじめに，福祉政策に対する EU の加盟
国への影響と，各国における政策決定過程・政策
アウトプットを理論的に考察する。そして，本理
論枠組みにもとづく事例研究の一部として，イタ
リア・第二次ベルルスコーニ中道右派政権（2001-
05）と第二次プローディ中道左派政権（2006-08）
による雇用政策の分析を行う。世界金融危機前，
EU を重視したより柔軟な福祉政策がイタリア中
道左派でも採られていた，と前出のアマーブルら
は指摘している。これに対し，本稿は理論枠組み
の検討を通じて，危機前には国内を重視した政策
決定も可能であり，この時期のヨーロッパでは
EU の影響と各加盟国の国内政治がともに重要で
あったことを示す。
1.1　理論枠組みと仮説の提示
　ここでは，EU 加盟国における政策決定過程・
政策アウトプットと，福祉政策に対する EU の加
盟国への影響を理論的に考察する。最初に，党派
性理論と社会パクトの議論をもとに，「調整（co-
ordination）」と「協調（concertation）」という
各加盟国における政策決定過程・政策アウトプッ
トに関する二つの概念を提示し，福祉政策におけ
る EU の影響に関する先行研究をレヴューする3。
　本稿は，各加盟国の福祉改革におけるアクター
として政府，労働組合，経営者団体に着目し，こ
こではこれら三アクターの関係と政策決定様式に
ついての二つの概念を示す。ひとつめの概念であ
る「調整」とは，政府トップダウンの政策決定様
式であり，ふたつめの概念である「協調」とは，
政府中心だが社会アクターとより対等な交渉によ
る決定様式である。
　次に，福祉政策における EU から加盟国への影
響に関する先行研究を簡単に振り返る。フェッ
レーラとサッキ（Ferrera and Sacchi 2005）は，
EU レベルの福祉政策のさまざまな構造的特徴に
着目することで，政策分野ごとの各加盟国への影
響の違いを明らかにしている。EC 条約の基本と
なる条項，政策サイクルの周期，EU による各加
盟国への勧告の有無，各加盟国によるガイドライ
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ンの実施の有無といった観点から，彼らは雇用と
社会的包摂を例に議論を展開した。それによれば
EU の福祉政策のなかでもその影響がより大きい
政策領域とより小さい政策領域があり，雇用政策
と社会的包摂政策では，雇用の方が EU の影響が
大きい，という。
　上記の EU 加盟国内の政策決定様式と，EU の
影響の大きさに関わる先行研究から，本稿では次
のような仮説を帰納的に導き出す。
「党派性と EU という二つの独立変数の組み合
わせで政策決定様式が変化し，福祉政策のあり
方が決まる。」
ここで，独立変数は党派性と EU の影響の大きさ
であり，媒介変数として政策決定様式（「調整」
または「協調」）という変数を取り入れる。そし
て，従属変数を福祉政策とする。
　仮説について説明を加えると，「EU の影響が
小さい福祉政策領域」4で党派性が重要であるの
は，加盟国に委ねられる裁量がより大きく，国内
の政策決定が中心だと考えられるためである。
従って，表1.1のように（中道）右派政権では
「調整」型の政策決定過程によってフレキシビリ
ティを重視した改革が，（中道）左派政権では
「協調」型の政策決定過程によるより多くのタイ
プの労働者を視野に入れた改革が行われる。
　一方「EU の影響が大きい福祉政策領域」で
は，「EU の影響が小さい」場合よりも EU の裁
量が大きいと思われる。よって，EU の決定を反
映した政策が政府によって推進される可能性が大
きくなり，（中道）左派政権で必ずしも国内の社
会アクターの選好が考慮された改革が行われると
は限らない。また，国内の社会アクターもそのよ
うな態度をとる政府に反発するかもしれない。
従って，この場合党派性の重要性は低下し，左右
両政権において「調整」型の政策決定過程による
フレキシビリティを重視した改革が進められる。
　次に，党派性理論と社会パクトに関する議論を
もとに（例えば，Bale 2008），「調整による政策
決定過程→フレキシビリティを重視した改革」，
「協調による政策決定過程→より多くのタイプの
労働者を視野に入れた改革」と考えられるロジッ
クを示す。右派政権時には，グローバル化の進
行，ヨーロッパの財政悪化，ネオ・リベラルな政
策の流行を背景に，政府は市場の効率性と福祉削
減といった目標を掲げることで，中核的な支持者
である資本家や高所得層，その他の階層からの支
持を得ようとする。右派政権は労働組合を重視せ
ず，政策決定にその協力を必要とする場合にのみ
話し合いを持ちかけ，協力しようとするものとだ
け交渉を行う。
　一方労組側は，福祉削減を目標とする政府に反
発的であり，特に組合員（正規雇用労働者）の利
害に反する福祉改革に抵抗する。しかし，彼らの
利害に反しない改革，つまり非正規雇用労働者に
関わる改革には賛成する可能性もある。また，彼
らは政府の福祉削減策に賛同する経営者側に反発
的である。経営者側は，労働コストの面から政府
の削減による改革に好意的であると考えられる。
従って，彼らの利害は労組のものと一致しない。
　政府が他の二アクター，特に労組の協力を必要
として彼らと話し合いを行おうとし，労働側もこ
れを受け入れる意思があるならば交渉の可能性が
ある。さらに，労働側にとって自らの利益を失わ
ないような改革（非正規雇用労働者に重点を置い
た改革）ならば，彼らは政府や経営者らの主張に
賛成するかもしれない。よって，結果としてフレ
キシブルな福祉改革が行われる傾向にあると考え
られる。
　「調整」による政策決定過程で政府が労組の力
を借りて改革を進めようとする場合，協力を得ら
れそうなアクターとだけ交渉を行うとしても労働
側の要求を受け入れなければならない。よって，
表 1.1　EU の影響に対する政策決定の違い
（中道）右派 （中道）左派
EU の影響大
調整（coordination）によるフレキシブルな改革
（第二次ベルルスコーニ政権による雇用政策）
調整（coordination）によるフレキシブルな改革
（第二次プローディ政権による雇用政策）
EU の影響小 調整（coordination）によるフレキシブルな改革 協調（concertation）によるより拡張的な改革
筆者作成
本田亜紗子：イタリア・ベルルスコーニ政権とプローディ政権による雇用政策（1）
2
当初政府が望んだ市場主義的な政策のみを改革に
反映させるのは難しい可能性がある。経営者らに
とっても，本来ならばこれは好ましいことではな
い。従って，改革の結果，有利になるのは組合員
（労働市場のインサイダー）の既得権を守れた労
働側であると考えられる。
　マーシュ（Marsh 1998）も論じているように，
ある政策について最終的に決定を下すのは政府や
議会である。しかし，選挙やストライキ，デモの
可能性を考慮すると，政府が独断で政策内容を決
めることで他のアクターとの関係が壊れるかもし
れない。特に多くのヨーロッパ諸国で，労働組合
や経営者側はこれまで福祉改革で大きな役割を果
たしてきた。よって，政府が他のアクターとの関
係を無視して，自らの支持者にのみ一番有利な改
革を行うのは難しいと思われる。
　次に，左派政権時の政策決定について考える。
グローバル化，ヨーロッパの財政悪化，（これま
でにネオ・リベラルな福祉改革が行われたが成果
が見られない場合）ネオ・リベラルな福祉政策の
弊害といった背景から，左派政権は成長と平等の
両立を主張し，労働市場のアウトサイダーも含む
改革を目標とすることで，労働組合や低中所得
層，その他の階層からの支持を得ようとする。し
かし，昨今の経済状況から部分的な福祉削減の必
要性も認識しており（特に保障が過剰に行き渡っ
ている政策領域），労組との関係は重要であるが
以前ほど頼ろうとしていない。
　労働組合は政府との関係を維持しようとする
が，労働市場のアウトサイダーを含む改革は，場
合によっては組合員の福祉を減ずることもある。
従って，彼らは必ずしも政府の改革案に合意する
とは限らない。そのため，政府と労組との間の妥
協によって改革が進むと考えられる。そして，経
営側は「調整」の場合と同様に，労働コストの面
から保障の充実に反対すると思われるが，それは
従業員の仕事の能率上昇に繋がるため，中長期的
には経営者にとっても有益になりうる。よって，
政府や労組との交渉次第で彼らも改革を受け入れ
る可能性がある。
　「協調」による福祉改革の場合，三アクターの
関係は「調整」時と比べてより対等である。福祉
拡大期の左派とは違い，政府は部分的な福祉削減
を認めているためアクター間の衝突や妥協が多い
と思われるが，「協調」によってより多くのタイ
プの労働者を含んだ改革が行われる。
　そして，改革によって利益を得るのは「協調」
によって既得権を守った労働側と，改革のおかげ
で保障を受けられることになった一部のアウトサ
イダーである。親労組的という点では，左派政権
にとっても理想の改革が進められると想像するこ
ともできるが，彼らは限られた財源で福祉改革を
行わなければならず，福祉拡大期のようにあらゆ
る要求に応えられるわけではない。このため，
「協調」の場合も政権の中核的支持層にとって有
利な改革が行われるとは限らないのである。
2. 第二次ベルルスコーニ政権による改革
　第1章で示した理論枠組みをもとに，本章では
「右派政権」による「EU の影響が大きい福祉政
策領域」の改革として，イタリア・第二次ベルル
スコーニ中道右派政権の雇用政策を取り上げる
（表1.1参照）。この事例研究を通じて，これら二
点の条件を満たしている場合，政府，労働組合，
経営者による「調整」型の政策決定過程がとられ
て，「フレキシビリティを重視した」改革が行わ
れることを明らかにする。なお，ここでは主に雇
用契約に関する規定と職業紹介に絞って話を進め
ることにする。
2.1　各アクターの選好
　2001年総選挙の結果，シルヴィオ・ベルルス
コーニをリーダーとする中道右派政権が誕生し
た。ベルルスコーニが政権を握ったのは1994年に
続いて二度目となるが，第一次政権時と異なるの
は，彼を中心とする選挙連合「自由の家（Casa 
delle Libertà）」が上・下院ともに過半数の議席
を獲得したことである。そして当時，ベルルス
コーニのライバルである中道左派は連合のまとま
りの欠如やイデオロギー刷新などといった問題を
抱えており，一体となって中道右派に対抗する力
を持っていなかった。
　このように数字上では中道右派の圧勝がうかが
えるが，自由の家はベルルスコーニのフォルツァ・
イタリア（Forza Italia，以下 FI），北部同盟（Lega 
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Nord，以下レガ），国民同盟（Alleanza Nazionale，
以下AN）などから構成されており，政権運営に
おいて連合内で意見の調整が必要とされた。ま
た，FI は全国レベルでは強力であったが，地方
レベルのいわゆる草の根的な組織は十分発達して
いたとは言えなかった点や，「新自由主義」とい
うスローガンに頼り，リーダーのパーソナリティ
や質に党のイメージが反映され，イデオロギー的
な特徴があまり明確ではなかった点があった5。
これらのことから，FI が必ずしも組織的に強固
であったとは言えず，政府与党が連合内で互いに
協力を必要としていたことが想像できる。
　EU は，2000年に策定されたリスボン戦略で福
祉政策への取り組みにいっそう力を入れたが，そ
れに対する第二次ベルルスコーニ政権の態度はや
や複雑であった。経済・金融などの分野で，ベル
ルスコーニらは EU とその中心国であるドイツや
フランスとは距離を置いて，アメリカとの関係を
重視した。彼らはアメリカ型の市場経済を望んで
いたが，その一方でそのためにはより柔軟な労働
市場を必要とした。そこで，ベルルスコーニらは
国内の改革を正当化するために EU の政策志向を
採用したのである。
　2001年 9 月，イタリアは EU から労働，年金，
雇用，平等，育成の五つについて勧告を受けた。
本稿のテーマである労働と雇用に注目すると，労
働では「闇労働の再浮上と地域格差縮小のための
諸改革の継続」が，雇用では「職業安定所改革の
完成と長期失業を回避するための『新たな方法』
の採用」が求められた6。
　EU による各加盟国の雇用政策に対する報告書
では，イタリアについて雇用率の上昇と失業率の
低下，経済成長といった数字的な側面が評価され
ている一方で，EU 加盟国平均と比べてこれらの
改善が十分でないことや，南北格差の問題が指摘
された7。さらに女性と若者の労働市場参加につ
いて，報告書は長期失業や機会平等などに触れる
ことで，イタリアの政策に批判的な評価を下し
た。全体として，EU はイタリアに対してさらな
る改革を求めたのである8。
　一方イタリア政府は，同年提出された労働市場
に関する白書で改革の方向性や目標などを示し
た。アッコルネーロとコモ（Accornero and Como 
2003）によるとこの白書の大きな特徴として，1
雇用関係の個人化と結果としての脱単一化（deunifi-
cation），2雇用に関する法律の連邦化，の二点
がまず挙げられる。またここでは，当時社会パー
トナーと賛否が分かれていた，解雇に関する法律
については直接扱われなかった。さらに本稿の
テーマにとって重要であるのは，白書の中で当時
表 2.1　2001 年総選挙議席数（下院）
比例議席 小選挙区議席 総議席
フォルツァ・イタリア 62 131 193
国民同盟 24 75 99
白い花 41 41
北部同盟 30 30
新社会党 3 3
その他 4 4
自由の家総議席 86 282 368
中道右派総議席 86 282 368
左翼民主派 31 104 135
マルゲリータ 27 54 81
ひまわり 17 17
イタリア共産主義者 8 8
その他 12 12
オリーブの木総議席 58 189 247
南チロル人民党 3 3
共産主義再建党 11 11
中道左派総議席 69 192 261
その他 　 1 1
総議席 155 475 630
出典：Bellucci e Bull（2002:328）をもとに作成
表 2.2　2001 年総選挙議席数（上院）
比例議席 小選挙区議席 総議席
フォルツァ・イタリア 10 73 83
国民同盟 5 40 45
白い花 8 21 29
北部同盟 1 16 17
新社会党 1 1
自由の家総議席数 24 152 176
中道右派総議席数 24 152 176
左翼民主派 27 37 64
マルゲリータ 16 27 43
ひまわり 6 9 15
イタリア共産主義者 1 2 3
その他 1 2 3
オリーブの木総議席 51 77 128
南チロル人民党 2 2
共産主義再建党 4 　 4
中道左派総議席 55 79 134
その他 4 1 5
総議席 83 232 315
出典：Bellucci e Bull（2002:328）をもとに作成
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の労働大臣ロベルト・マローニ（レガ）が，社会
アクターとの対話の必要性について述べたもの
の，政府がそれを非効率的な手段として批判した
ことである9。
　EU からの要求に対してイタリア政府は，白書
の中で勧告や報告を取り上げることで，自国の労
働市場の問題点を認識した。労働市場の柔軟化，
女性や若者の参加，南北格差の是正といった問題
を解決するために，政府は雇用形態のさらなる多
様化・地域化や職業紹介の規制緩和などを提案し
た。また，抜本的な労働市場改革を進めるために
社会アクターとの関係（特に労働組合との関係）
の見直しを望んでいた10。
　次にイタリアの経営者側について検討する。全
国規模の経営者団体であるコンフィンドゥストリ
ア（Confindustria）は経済のグローバル化の進
行を意識し，競争とフレキシビリティを重視し
た。コンフィンドゥストリアの当時のリーダー，
アントニオ・ダマートは労働市場や年金の大規模
な改革を望んでおり，「イタリア経済・社会の
『現代化』の障害は『保守的』で『コーポラティ
ズム』的な拒否権である」11と批判していた。彼
は，1990年代の政府・経営・労働の協調による福
祉改革を過去のものとして捉えていたのである。
　イタリア労働市場硬直化の一因であった労働者
憲章法18条12について，コンフィンドゥストリアは，
労働市場柔軟化のためにこの規定の廃止を求めて
いた。コンフィンドゥストリアの元代表，ジョル
ジョ・フォッサは18条をイタリアにしか見られな
い異常なものと捉えて，これは取り除かれるべき
だと考えていた13。
　政府と経営者らが望んだ労働市場柔軟化に対し
て，当然労働側は抵抗した。特に労働者の解雇に
関わる18条改正に反対したのは言うまでもなく，
彼らはこの規定の適用拡大を要求した。さらに，
政府と経営者側が90年代に見られた労組との関係
を否定し，新たな政策決定過程，すなわち労組を
重視しない方法を主張したことにも労働側は反発
し た。 イタリアの 主 要 な 労 働 組 合 は，CGIL
（Confederazione Generale Italiana del Lavoro，
イタリア総同盟），CISL（Confederazione Italiana 
Sindacati Lavoratore，イタリア労働組合連盟），
UIL（Unione Italiana del Lavoro，イタリア労働連
合）であるが，その中でも政府や経営者側に激し
く反抗し，時には他の労組からも批判を浴びたの
が CGIL である。政府の中でも比較的労組との対
話に努めたのがロベルト・マローニであり，
CISL と UIL も政府との協調を望んで彼との関係
を保とうとしたが，CGIL の態度に対して異議を
唱えることがあった14。
2.2　 アクター間の交渉―「イタリアのためのパ
クト」―
　ここでは，2002年 7 月に政府と労働組合（CISL
とUIL のみ），経営者側との間で結ばれた「イタ
リアのためのパクト（Patto per l’Italia）」締結ま
でのアクター間の交渉を考察する。「自由の家」
は FI を中心とした政府連合であったが，雇用政
策に関しては南北格差がイタリア全体の失業率や
雇用率などに反映され，競争力低下や経済成長の
鈍化，EU からのマイナス評価につながるため，
与党間で比較的早い段階で意見の一致が見られた
と考えられる。そして，彼らは労働市場柔軟化の
ために解雇を容易にできる改革や，非正規雇用契
約の種類を増やす改革を求めていた。
　その一方で，改革を行う際社会アクター，特に
労働組合への対応については意見が分かれてい
た。政府は，協調（concertazione）から社会的
対話（dialogo sociale）への変更，つまり政府と
経営者，労働側が対等な立場で交渉するかたちか
ら，政府中心の話し合いを行ったうえで社会アク
ターとの交渉を行うかたちへの変更を望んでい
た。しかし，労働大臣マローニは「社会的対話」
の言葉を強調しながら，社会アクタ （ー特に CISL
と UIL，コンフィンドゥストリア）との関係を重
視した。
　しかしながら，マローニと CGIL との関係は決
して良好ではなく，CISL と UIL も CGIL に反発
的であった。CGIL の当時のリーダー，セルジオ・
コッフェラーティは政府と社会アクターとの協調
について，「政府は社会的な部分の仲介に努める
ことに関心がない」と批判的であった。また，18
条維持にこだわっているとして労組を非難したコ
ンフィンドゥストリアに対しても，コッフェラー
ティは反抗した15。
　「イタリアのためのパクト」締結前には，政府
と社会アクターとの間で交渉の場が設けられるよ
うになった。2002年 5 月，労働市場（18条修正に
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ついて），税制，南部の成長，経済の停滞をテー
マに話し合いが行われたが，「労働市場」のテー
ブルに CGIL がつくことはなかった。この話し合
いの中で，すでに議会に提出された18条に関する
修正案を政府が撤回するのと引き換えに，CISL
と UIL は，解雇の規定を含んだ政府からの提案
全てに関する議論に参加することにした。また，
ここで18条・調停に関わる規定と，社会的ショッ
ク・アブソーバー（例えば失業保障）・雇用のイ
ンセンティブが別の法案になることが決定され
た。これは「政府の立場の軟化」と報じられ，政
府・経営者と CISL・UIL との間で「政治的交換」
が成立したと言える。政府は，失業給付・南部・
減税・経済停滞の問題に取り組むのを受け入れた
ことで，CISL と UIL から18条に関する最大限の
協力を得ることになったのである16。
　この交渉に対して，「労働市場」のテーブルに
つかなかった CGIL はその他のアクターを批判
し，その矛先は CISL と UIL にも向けられた。こ
れに対して，CISL と UIL は政府・経営者側との
交渉に参加せず，ストライキで抵抗しようとした
コッフェラーティを名指しで非難した。政府・経
営者側からも CGIL に対する不満が続出したのは
言うまでもない17。
　2002年 7 月 5 日， 政 府， 経 営 者，CISL・UIL
の間で「イタリアのためのパクト」が締結され，
労働者憲章法18条，税制，失業保障，企業，南
部，就業についての取り決めがなされた。本稿の
テーマに関連する18条と就業について見てみる
と，まず就業は2010年に雇用率70パーセントを達
成するために職を増やすことが目標とされ，この
ために公私の職業紹介の充実が必要とされた。18
条に関しては，無期契約で労働者を雇うことで15
人の制限を超える企業に対して，この規定を三年
間停止することが決定された18。この決定によっ
て，企業側は三年間という期限付きではあるが，
復職の規定を気にする必要がなくなった。一方，
労働者側にとっては無期契約が増える可能性が高
まり，三年たてば復職の規定が復活するかもしれ
ないという期待もできた。
　政府とコンフィンドゥストリアは当初，条件付
きの18条停止期間を四年間と考えており，交渉に
よって労組側に譲歩したということになる。しか
し，「イタリアのためのパクト」締結にはベルル
スコーニも満足しており，「より多くの仕事とよ
り少ない税金」19という期待と「社会的な部分に
対して『責任感がある』という認識」を持てたと
いう「二重の結果」を彼にもたらした。コンフィ
ンドゥストリアのダマートもこの結果について，
「協定はとても重要で，イタリアの労働市場を変
えるべきものであり，…多くの柔軟性を生みだす」
と評価した。また彼は，CGIL が提起しようとし
ていた18条修正を廃止するためのレファレンダム
を「意味のない」ものと述べて，この規定につい
ての交渉の席につかなかったコッフェラーティへ
の批判も忘れなかった20。
2.3　ビアージ法の成立
　2003年2月，上院の議決を経て法律30号（いわ
ゆるビアージ法）が成立した21。ビアージ法で
は，より多様な雇用形態が認められ，職業紹介の
規制緩和が進み，「労働市場のフレキシビリティ
拡大プロセスの頂点」22と言われた。この改革で
決定されたことをより具体的に見ると，派遣の仕
事を扱う斡旋所，雇用コンサルタント，大学にも
職業紹介が認められるようになった。また，効率
的な紹介のためにデータ通信による情報提供も行
われることになった。雇用形態に関しては，派遣
会社やその他会社からの労働力の供給を無期限の
契約で受けられる「スタッフ・リース（staff 
leasing）」，ひとつの仕事のポストを複数の労働
者で共有することを意味する「ジョブ・シェアリ
ング (job sharing)」，契約で定められた範囲で必
要な時に会社から仕事に呼ばれるかたちをとる
「呼び出し労働（job on call, lavoro a chiamata）」，
部分的に継続的連携協働（continuous collabora-
tive collaboration, collaborazione coordinata e 
continuativa）契約のポストを利用することを示
す「プロジェクト・ワーク（project work, lavoro a 
progetto）」が取り入れられた。政府，労組，経
営者らの交渉で大きな論点となった労働者憲章法
18条については，決定が見送られた。その他の決
定事項は，以下の表に示す。
　この改革について労働大臣のマローニは，労働
市場に関する白書作成に貢献し，前年殺害された
法学者マルコ・ビアージの名を出して法案成立を
喜んだ。コンフィンドゥストリアのダマートも
「コッリエーレ・デッラ・セーラ」紙のインタ
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ビューで，「改革は，企業の中の労働組織の要求，
そして個人の生活を管理するという各人の要求に
救いの手を差しのべるフレキシビリティの要素を
もたらす」と評した。また，改革がイタリアにお
ける職の不安定さを減ずるか，という質問に対し
て，彼は「もちろん。さらなる柔軟化はより多く
の職を意味する」と答えた。改革に至るまでの交
渉については，過去の改革は不十分で，それは交
渉参加者全ての合意を得ようとしたからだとダ
マートは述べた。すなわち，90年代の政府・経営
者と労働組合の対等な関係を否定したのである23。
　他方，労働側ではこの改革について意見が分か
れた。政府と経営者側との交渉に参加した CISL
と UIL は，対話を通して彼らの要求が受け入れ
られたことから改革に概ね好意的であった。しか
し，交渉に加わらず「イタリアのためのパクト」
へのサインを拒んだ CGIL は，改革に否定的で，
「本日から，労働者は商品以外の何ものでもない」24
と批判した。
　次に「イタリアのためのパクト」締結後の EU
からの評価を見る。EU は前年に発表した報告書
と同様，イタリアの雇用率の相対的な低さ，女
性・若者・高齢者の労働市場参加，南部問題に触
れたが，「イタリアのためのパクト」によって南
部問題への対処が部分的に明確になったことを認
めた。また，多様な雇用形態が取り入れられたこ
とで，女性・若者・高齢者の雇用が増加する可能
性も指摘された。しかし，これには保育施設の拡
充，職業訓練制度の充実，退職年齢の引き上げ等
雇用政策以外の改革が不可欠であり，その必要性
が求められた。さらに，多様な雇用形態によっ
て，恵まれないカテゴリーの人々の周辺化への懸
念もあると報告された。職業紹介については，依
然として地域差が存在する可能性，過去の改革と
の相互作用に関する分析の欠如等が指摘された。
EU は，フレキシビリティだけではなく保障やそ
の質の重要性も強調しており，イタリアの改革に
対して一定の評価を与えたものの，雇用を含めた
福祉制度のさらなる改善を要求したことがうかが
える25。
　第二次ベルルスコーニ政権の誕生から「イタリ
アのためのパクト」締結までを振り返ると，当初
政府と経営者側は労組との協調を必ずしも重視し
ないかたちで，経済のグローバル化に対応したよ
り柔軟な労働市場の構築を目指した。多くの先行
研究で言われているように，ヨーロッパで労働側
の影響力が低下しているという事実は否定できな
い。しかし，もともと福祉改革におけるアクター
のひとつであった労働組合を完全に無視するのは
難しかった。与党内での反対の声があったにも関
わらず，労働大臣のマローニは，政府との交渉に
協力的な CISL と UIL との話し合いを試みた。
CISL・UIL 側も，18条に関する既得権の保護な
どを条件に政府と経営者らとの交渉に応じて，多
表2.3　2003年法律30号（委任立法276号）
・ 社会の最も弱い立場の人に対して労働市場へのアクセスを容易にし，闇労働を減らすために，私的セクター
で想定された労働関係の範囲の見直しと拡大
・雇用側と労働者のさまざまなニーズを満たすために，多様で新しく二次的な非標準的契約の導入
・パート労働…超過労働の採用やフレキシビリティ条項の執行について
　―超過労働…有効な労働協約でまだ考慮されていない場合のみ，労働者の合意が必要
　― フレキシビリティ条項…雇用側と労働者は，労働時間の時間枠と全ての期間に関する変更について個々の
合意ができるようになった。労働者はキャンセルの権利を利用できなくなった。
・派遣労働…一般に幅広く適用可能
　― 法律によって挙げられた事例，労働協約による事例（地域レベルにおいても）…会社や派遣会社で結ばれ
た契約は無期限のタイプのものにできる（「スタッフ・リース」）
　―民間の雇用サービスをさらに規制緩和
・プロジェクト・ワーク（project work, lavoro a progetto）
　―ご都合主義的な行為に携わる機会を制限
・見習い制度
　― 9 ヶ月から 18 ヶ月間続く有期契約
　―若年労働者と弱い立場の労働者（55 歳以上，障害者）を対象
出典：Berton, Richiardi and Sacchi（2012）をもとに作成
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くの組合員（正規雇用労働者）の利益とはあまり
関係のない非正規の雇用形態の多様化などを認め
た。彼らは CISL・UIL を含めたアクターに批判
的であった CGIL とは協力関係を持たなかったこ
とから，このときの政策決定過程が90年代の福祉
改革時とは異なり，「調整」型のものであったと
考えられる。そして，この改革は「フレキシビリ
ティを重視した」ものであった。また，政府・経
営者側が労組からの条件を呑んだ点があったこと
から，既得権を守ることができた労組にとって有
利な改革だったのではないかと考えられる。
3. 第二次プローディ政権による改革
　本章はイタリア・第二次プローディ中道左派政
権による雇用政策を取り上げることで，「EU の
影響が大きい福祉政策領域」における「左派政
権」の改革でも，政府，労働組合，経営者による
「調整」型の政策決定過程を経て「フレキシビリ
ティを重視した改革」が行われることを示す（表
1.1参照）。
3.1　各アクターの選好と「福祉のためのパクト」
　2006年春の総選挙によって，ロマーノ・プロー
ディを首班とする中道左派政権が誕生した。この
選挙で，プローディ率いる「ルニオーネ（l’Unione）」
はベルルスコーニの「自由の家」に対し上院・下
院ともに接戦を制し，これはイタリアの歴史でも
「最も僅差の戦いのひとつ」と言われた26。ルニ
オーネは，左翼民主派（Democratici di Sinistra, 
DS）， 共 産 主 義 再 建 党（Partito Rifondazione 
Comunista, PRC），マルゲリータ（Margherita），
緑の党（Verdi）などから構成された連立政権で
あったが，経済，福祉，その他の政策領域につい
て互いにさまざまなイデオロギーを持っており，
このことが中道左派の脆弱性に繋がっていた。雇
用についても以下で検討するように，第二次ベル
ルスコーニ政権で成立したビアージ法の廃止や，
第二次プローディ政権で決定された「福祉のため
のパクト」の撤回を訴える政党が存在したため，
当該政策に対するプローディの手腕が問われた。
　前章で分析したように，ビアージ法制定によっ
て多様な雇用形態が認められて，その結果非正規
雇用労働者の数が増加した27。また，女性と高齢
者（55-64歳）の雇用率と総雇用率について1997
年以降の進捗状況が EU によって報告され，イタ
リアは速いペース（女性の雇用率と総雇用率），
または平均的なペース（高齢者の雇用率）で改善
していると評価された。しかしその一方で，それ
ぞれの割合は EU 平均を下回っており，雇用拡大
が依然として求められていた。さらに，2000年代
半ば頃から「フレクシキュリティ（flexicurity）」と
いった言葉を使って，EU はフレキシブルな労働
市場政策と保障の充実の両立を提唱するように
表3.1　2006年総選挙結果（下院）
得票率（％） 議席（数） 得票率（％） 議席（数）
ルニオーネ 自由の家
オリーブの木 30.4 220 フォルツァ・イタリア 23.1 137
価値あるイタリア 2.2 16 国民同盟 12 71
共産主義再建党 5.7 41 北部同盟 4.5 26
イタリア共産主義者党 2.3 16 キリスト教民主主義者中道連合 6.6 39
緑の党 2 15 DC- 新社会党 0.7 4
バラを握りしめて 2.5 18 その他 1.6
欧州のための民主主義者・南部のための人民党員連合 1.4 10 総数 227
その他 2 4 国外
総数 　 340 フォルツァ・イタリア 0.5 3
国外 その他 0.4 1
ルニオーネ 1.1 6 総数（国内 + 国外） 49.4 281
価値あるイタリア 0.1 1 その他 1 1
総数（国内 + 国外） 49.7 347 国内総数 97.6 618
国外総数 2.5 12
総数 100.1 630
出典：Newell（2010:244-245）をもとに作成
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なった。この点についてイタリアは EU からの勧
告を受け，「労働市場の分裂を防いでこれに取り
組むことを目標とする改革」が必要であると指摘
された28。
　プローディは，欧州委員会委員長としての EU
での経験を踏まえて自身の著書の中で，正規雇用
労働者と非正規雇用労働者の格差是正や，若者と
女性の労働市場参加の必要性を訴えた。また，社
会経済状況の変化を認識しつつ，労働組合の役割
と，政府と企業側の協力の重要性を主張した29。
福祉改革におけるより多様なアクターの参加を
EU も提唱しており，この点でもプローディは
EU と考えを共有していたと言えるだろう。プ
ローディ政権誕生後，政府は『経済財政計画文書
（Documento di programmazione economico-fi-
nanziaria）』を提出した。この中で政府は，発
展，財政回復，公正を取り上げたが，公正に関し
て「フレクシキュリティ」の言葉を使って機会の
平等の実現や，「必要な能力を人々に与え，市場
が生み出す非効率と不公正をなくすという課題を
国に課す」といったことなどを目標とした30。
　次に社会アクターの選好を，成立から数年が経
過したビアージ法を中心に概観する。2007年 7 月
「福祉のためのパクト（Patto per Welfare）」締
結までの政府与党と社会アクター間の議論の争点
は，財政とそれに関連した賃金・社会的拠出，年
金，その他社会保障であったが，第二次ベルルス
コーニ政権時に「イタリアのためのパクト」にサ
インをせず改革にも反対した CGIL は，十分な保
障を受けられない非正規雇用労働者の増加を懸念
して，法律の「書き直し」を訴えた。また，第二
次ベルルスコーニ政権やコンフィンドゥストリ
ア，UIL との交渉に応じて，最終的にビアージ法
に賛成した CISL も，非正規雇用労働の不安定さ
に不満を持つようになり，保障とそのための拠出
を産業界に求めるよう政府に要求した31。
　一方，経営者団体コンフィンドゥストリアは，
2004年にルカ・コルデーロ・ディ・モンテゼーモ
ロにリーダーが交代してから，右派や労組との関
係を見直した。すなわち，当時の第二次ベルルス
コーニ政権との財政や福祉などについての意見の
共有を控え，労働側との協力を模索するように
なったのである。これには，当時野党であった中
道左派も共感するようになった。中道左派と労組
との関係構築は第二次プローディ政権でも見られ
たが，モンテゼーモロはより少ない税金と公共支
出の大胆な削減，拠出の低減，ビアージ法の廃止
はしないことをプローディに要求した32。特に彼
は，ビアージ法を議論の争点にしないと労働側に
主張したが，「企業の成長は労働者の成長から切
り離されることはありえない」とも述べて，経営
側と労組の協調を訴えた33。労組側は，モンテ
ゼーモロらの選好に反発したものの，交渉の必要
性には賛成し，政府も協調（concertazione）の
再開を認めた。
　2007年7月，政府と社会アクターとの間で「福
祉のためのパクト」が結ばれた。このパクトで
は，非定型契約や年金，失業保障，労働コストな
どについて取り決めがなされた。雇用契約につい
ては，有期契約の更新の制限や長期のパートタイ
ム契約の促進，呼び出し労働契約の労働者の保障
改善が決定された34。当初，CGIL は有期契約に
表3.2　2006年総選挙結果（上院）
得票率（％） 議席（数） 　 得票率（％） 議席（数）
ロマーノ・プローディ キリスト教民主主義者中道連合 6.8 21
左翼民主派 17.5 62 北部同盟 4.5 13
マルゲリータ 10.7 39 その他 2.1
共産主義再建党 7.4 27 総数 50.2 153
ルニオーネとともに 4.2 11 その他 0.9
価値あるイタリア 2.9 4 国外
その他 6.3 5 ルニオーネ 4
総数 49 148 フォルツァ・イタリア 1
シルヴィオ・ベルルスコーニ その他 1
フォルツァ・イタリア 24 78 総数 8
国民同盟 12.4 41 総数（国内 + 国外） 307
* 一部地域を除く。
出典：Ministero dell’Interno（http://elezionistorico.interno.it/index.php）をもとに作成。
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ついての決定などに反対し，パクトの一部のみ合
意しようとしたがプローディはこれを認めなかっ
た。また，コンフィンドゥストリアのサインにも
時間がかかり，両者はパクトに不満をかかえたま
まになった35。
3.2　 アクター間の交渉―「福祉のためのパクト」
後を中心に―
　本節は，「福祉のためのパクト」締結後から第
二次プローディ政権による改革までの各アクター
の雇用政策に対する選好と交渉過程を辿る。当パ
クトが締結された後，同年秋ごろから政府与党間
と各社会アクター間で雇用を中心とした議論が活
発になり，パクトの見直しやビアージ法の改正ま
たは廃止を求める声が上がるようになった。
　 同 年 9 月，CGIL の 傘 下 組 織 で あ る FIOM
（Federazione Impiegati e Operai Metallurgici, 
イタリア金属労働者連合）が「福祉のためのパク
ト」への反対を表明した。CGIL が合意した協定
に FIOM が反対をするのは戦後初めてのことで
あると言われ，CGIL や他の労組，政府与党に大
きな衝撃を与えた。FIOM のリーダー，ジャン
ニ・リナルディーニは CGIL がパクトにサインを
したことに対して，「理解できないことであり，
間違っている」36と批判した。他方 CGIL のリー
ダー，グリエルモ・エピファーニは，パクトに不
満を残したものの全体としてはそれを評価してお
り，FIOM に対して不快感を示した。そして，
CISL のリーダー，ラッファエーレ・ボナンニも
リナルディーニについて，「間違った見込みであ
る。ここ20年で最も大事な合意を扱っているのを
分かっていない」37と非難した。エピファーニは，
他の二労組とともに労働者の一体感を重視してお
り，リナルディーニにパクトへの反対を撤回して
CGIL が選んだ指示に従うよう説得をした。しか
し FIOM は，同年10月に予定されているパクト
の是非を問うレファレンダムで反対票を投じるこ
とと，その後ローマで行われるデモへの参加を労
働者に呼びかけた38。
　FIOM のパクトへの反対は政府与党も混乱さ
せた。プローディは，与党や労働・経営者側との
合意の必要性を強調しながらも楽観的であっ
た39。また，労働大臣チェザーレ・ダミア ノー（DS）
も雇用契約事項の若干の修正の可能性を示唆しな
がら，「基本的にはパクトの内容をそのまま閣議
に持ち込む」考えを表明した。しかし他方で，パ
クト締結後に政府与党の左派出身の閣僚，アレッ
サンドロ・ビアンキ交通大臣（イタリア共産主義
者党，Partito dei Comunisti Italiani, PDCI），アル
フォンゾ・ペコラーロ・スカニオ環境大臣（緑の
党 ）， パ オ ロ・ フ ェ ッ レ ー ロ 社 会 連 帯 大 臣
（PRC），ファビオ・ムッシ大学・研究大臣（民主
的左翼，Sinistra Democratica）がパクトの見直
しとビアージ法の修正をプローディに要求した。
雇用に関して彼らは，労働者の生活安定のため
に，有期契約の更新を一回に制限することや，
「呼び出し労働」と「スタッフ・リース」の見直
しなどを望んだ40。FIOM によるパクト反対表明
後も，PRC と PDCI，下院議長のファウスト・ベ
ルティノッティ（PRC）を中心に政府与党内から
レファレンダムとデモへの理解と支持の声が上
がった。
　このように政府与党内と労組間の混乱が続く中
で，2007年10月に「福祉のためのパクト」の是非
を問うレファレンダムが開催された。大方の予想
通りパクトへの賛成が多数を占めたことで，その
存続が決定された。レファレンダム後，雇用を含
めた福祉改革について政府与党内の話し合いと並
行して，プローディらと労組，経営者側との協議
が始まった。ここで「福祉のためのパクト」締結
前と異なるのは，プローディらは労組と経営者と
別々に話し合いを進めたことである。
　経営者団体コンフィンドゥストリアのリー
ダー，モンテゼーモロは，労働者への課税と年金
について不満を持っていたがパクトに概ね賛成し
ており，その修正に反対していた。プローディら
と CGIL・CISL・UIL の三労組は，一部の非正規
雇用形態（「呼び出し労働」と「スタッフ・リー
ス」）の廃止や有期契約更新の制限について協議
をしたが，これと並行してモンテゼーモロは，季
節労働者に対しての有期契約更新に関する条項削
除の約束を政府側から取りつけた。
　その数日後，プローディら政府側と三労組，コ
ンフィンドゥストリアの間で新たに修正された協
定が締結された。このとき修正が加えられたの
が，有期契約更新についての条項である。有期契
約は最大36カ月までとこれまで言われてきたが，
季節労働者に関しては契約期間の合計が36カ月に
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なった後，一度だけ有期契約を更新することがで
きるという条件が付け加えられた。また，有期契
約の規定について移行期間が設けられたこともコ
ンフィンドゥストリアにとって良いものとなっ
た41。一方労組にとって，一部の非正規雇用形態
（「呼び出し労働」と「スタッフ・リース」）が廃
止されることが改めて確認され，不安定な雇用環
境改善への一歩となったと考えられる。また，有
期契約の期間が最大36カ月という規定も確認され
たため，無期契約への変更といった期待を持てる
ようになったと思われる。
　最終的に，政府，労組，経営者団体が概ね合意
できる協定が結ばれた。しかし協定締結後，「福
祉のためのパクト」に反対した FIOM と CGIL
の一部，政府与党の左派である PRC と PDCI を
中心としたデモが，ローマで行われた。しかし，
CGIL のリーダー，エピファーニは事前にデモへ
の反対を明らかにしており，そこで CGIL の旗が
翻るのを嫌った42。他方，FIOM のリナルディー
ニはデモへの参加を「個人の資格」と宣言したも
のの，結局自らが先頭に立つことになった43。も
ちろん，全ての労働者をまとめるのは難しいこと
であるが，労組間そして組織内が非常に混乱して
いたことがうかがえる。
3.3　第二次プローディ政権による改革
　2007年12月，法律247号のかたちで雇用を含む
福祉改革が行われた。政府，CGIL・CISL・UIL
の三労組，コンフィンドゥストリアの間で新たに結
ばれた協定をもとに，第二次ベルルスコーニ政権
のビアージ法で導入された，有期労働の契約形態
である「呼び出し労働」と「スタッフ・リース」
の廃止が決定された。さらに，有期契約更新につ
いて労組代表の監督や季節労働者といった一部の
例外があるものの（一度だけ契約更新が可能），
契約期間は最大36カ月と定められた44。
　この改革に対して，労働大臣ダミアーノは政府
を代表して，「イタリア全てにとってポジティブ
な結果」45であると評価した。一方，新しい協定
に合意した三労組は，法案成立直前に金属労働者
や公務員の契約に関する改革を政府に要求するよ
うになり，もし政府がこれに応じなければストラ
イキの可能性があることを示唆したことから46，
労組にとってこの改革がゴールではなかったと考
えられる。また，コンフィンドゥストリアはこの
改革についてあまり語らず，必ずしも満足のいく
ものではなかったことが推測される。
　このように一部の制度が廃止されたり，有期契
約の更新についての制限が設けられたりしたこと
から，第二次ベルルスコーニ政権時のビアージ法
と比べて雇用形態の柔軟化への志向が和らいだと
見なすことができる。しかし，非正規の契約に関
わる規定の多くが残されたままであり，さらに第
二次プローディ政権全体として労働市場やその他
福祉政策の「フレクシキュリティ」化を目標とし
たことから，雇用政策に関しては「フレキシビリ
ティ」を選好していたと考えられる。また，「福
祉のためのパクト」締結後に不安定な労働市場を
憂慮して政府与党の左派が当パクトやビアージ法
の修正を主張したのに対して，プローディや労働
大臣ダミアーノは，関係アクターとの話し合いに
は応じたものの，パクトの大幅な修正に前向きで
はなかった。プローディによる雇用政策について
判断するためには，「フレクシキュリティ」の
「セキュリティ」に当たる政策を分析する必要が
あるが，以上のことから本稿では第二次プロー
ディ政権の雇用政策を「フレキシビリティを重視
した」改革であったと考える。
　この改革に対して EU は，「福祉のためのパク
ト」締結時の政府と社会パートナーの協力を高く
評価した。また，EU は「フレクシキュリティ」
の「セキュリティ」部分に当たるイタリアの努力
も認めた。しかしその一方で EU は，イタリアの
女性の雇用率の相対的な低さや闇労働の問題等を
指摘したことから，労働市場のいっそうの改善を
望んでいたことが分かる47。
　第二次プローディ政権による雇用政策をまとめ
ると，プローディは柔軟でダイナミックな労働市
場と充実した保障の両立，すなわち「フレクシ
キュリティ」的な福祉をめざした。また，このよ
うな福祉実現のための労働側と経営側との協力を
重視した。一方，経営側はコンフィンドゥストリ
アの新リーダー，モンテゼーモロによって労働側
への歩み寄りを見せるようになったが，成長や競
争に重点を置いた政策を好んだ点には変わりがな
く，ビアージ法の継続を望んだ。そして労組は，
ビアージ法成立から数年がたって労働者の安定し
た生活のために同法の修正を主張するようになっ
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た。
　「福祉のためのパクト」締結までは，それぞれ
の選好は違ったものの，政府，労組，コンフィン
ドゥストリア間で話し合いが重視されて，EU か
らの評価にも繋がったが，その後 FIOM や政府
与党左派によるパクトへの反対が表面化した。三
アクターによる新しい協定では，「呼び出し労働」
と「スタッフ・リース」廃止の確認，有期契約更
新の条件付き制限，移行期間の設置が決定され
た。しかし，次第に各アクターの協調関係は弱ま
り，最終的に政府は労組とコンフィンドゥストリ
ア別々に交渉を行い，大きな混乱をもたらした
FIOM は話し合いに参加することはなかった。
以上のことから，同政権でも「調整」型の政策決
定過程が見られ，暫定的な判断ではあるが「フレ
キシビリティを重視した」改革が行われたと考え
られる。そして，一部の雇用形態の廃止が決まっ
たことで，正規雇用から非正規雇用になった労働
者（組合員）にとって良い改革であったと思われ
る。しかし，この時労組が組織化されていない周
辺的な労働者のことも考慮していたかという点を
今後明らかにする必要がある。
4.　むすびにかえて
　以上の事例研究から，両政権では「調整」によ
る政策決定過程を経て「フレキシビリティを重視
した」雇用政策が行われたことが分かる。ここで
は最後に，第二次ベルルスコーニ政権と第二次プ
ローディ政権の雇用政策における EU の位置づけ
について検討する。雇用政策は福祉の中では EU
の影響が大きい政策領域であると考えられており48，
各加盟国の雇用政策に対して，EU は勧告や報告
書における評価を通じて影響を及ぼしている。し
かし，財政・金融政策などとは異なり頻繁な介入
は行わず，第二次プローディ政権の「福祉のため
のパクト」のような場合を除いて，政策決定過程
に意見することも少ないと思われる。本稿は，
EU の位置づけ・影響について特に EU から加盟
国（イタリア）への方向を検討するために勧告と
報告書に着目したが，今後はより多様な視点から
その位置づけと影響力を考える必要がある。現時
点では，EU は財政・金融政策ほど積極的に雇用・
その他福祉政策領域に介入しないというのが，世
界金融危機以前の特徴であるとする。
　以上より，「党派性と EU という二つの独立変
数の組み合わせで政策決定様式が変化し，福祉政
策のあり方が決まる」という仮説をもとに，第二
次ベルルスコーニ中道右派政権と第二次プロー
ディ中道左派政権の雇用政策の分析によって，
「EU の影響が大きい福祉政策領域」では左右両
政権ともに「調整」型の政策決定過程を経て，
「フレキシビリティを重視した改革」が行われる
ということを示した。本研究の仮説全体を明らか
にするためには，「EU の影響が小さい福祉政策
領域」の（中道）右派・左派による改革も分析す
る必要がある。これらの事例を含めることによっ
て初めて，本研究が意義のあるものになるだろ
う。
本田亜紗子：イタリア・ベルルスコーニ政権とプローディ政権による雇用政策（1）
12
　　　　　　　　　　
［注］
 1 本稿は，日本比較政治学会2013年度大会報告論文，本
田亜紗子（2013）「党派性と EU から見たヨーロッパ福祉
国家―イタリアにおける雇用政策の予備分析」を修正し
たものである。
 2 EU による福祉政策の取り組みについては，本田
（2012）で検討した。
 3 党派性理論と社会パクトについての議論を中心とし
た，本稿の理論枠組みに関わる先行研究の考察は本田
（2012）を参照。多くのヨーロッパ諸国における福祉改
革で主要なアクターであった労働組合を右派政権の改革
でも考慮する必要がある，という主張をもとに理論を発
展させた。
 4 福祉政策間の EU の影響の大きさの違いに関する先行
研究は非常に限られているが，Tholoniat(2010: 98, 99) が
参考になる。
 5 Newell(2010: 220)
 6 以上，A. Bo, “Pensioni, l ’Europa spinge l ’Italia a 
cambiare”, 07/09/2001, Corriere della Sera
 7 2000年の EU 平均雇用率が67.3パーセントに対して，
イタリアの雇用率は57.4パーセント，EU27カ国の平均失
業率が8.8パーセントに対して，イタリアの失業率は10.0
パ ー セ ン ト で あ っ た（Eurostat: http://epp.eurostat.
ec.europa.eu/portal/page/portal/eurostat/home/　2013
年10月1日接続確認）。
 8 COM(2001: 63-65)
 9 以上，Accornero and Como(2003: 203-204)
10 以上，Blanpain(ed.)(2002)
11 Della Sala(2001: 213)
早稲田政治公法研究　第104号
13
12 労働者憲章法（Statuto dei Lavoratori）18条（1970年
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